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研究要旨  
背景：わが国では、妊娠期から子育て期までの切れ目ない支援を提供する仕組みの全国展開が進

められ、その支援の対象に父親も含められた。しかし、自治体は父親支援の必要性を認めている

が、その普及・実装が課題とされている。本研究では、わが国の父親の健康状態や生活の実態の

解明と、地域における父親支援の方法や評価について情報の整理と発信に取り組み、父親支援の

活性化に資することを目的に、様々な調査・研究をおこなうこととした。 
方法：本研究では、日本の父親の健康・生活実態把握（課題１ : 二次データ解析）、父親支援の既

存制度の把握（課題２ : 一次データ収集）、父親支援の海外調査（課題３ : 既存資料のレビュー）、

自治体の父親支援モデルの構築・評価（課題４：モデル構築・評価）の 4 つの課題を設定し、研

究分担者・研究協力者とともに取り組んだ。 
結果：政府統計の二次データ解析によって、父親のメンタルヘルスに関連する実態やそのリスク

因子、父親の育児参加に関連する因子などが明らかにされた。全国の自治体や企業における父親

支援の取り組みの状況を記述するとともに、今後の取り組みの普及に向けて有用な事例が収集

された。諸外国における父親支援の好事例の収集、職域における父親を対象とする介入研究の系

統的レビューが進められた。行政担当者との意見交換や、住民を対象とした聞き取りを進め、実

情の把握に努めた。 
考察：新型コロナウイルス感染症の流行にともない、自治体の視察など取り組みを見合わせた活

動も多かった一方で、既存資料の整理は順調に進めることができ、様々な知見が得られた。 
次年度への課題：今年度得られた知見を学術的にまとめるだけでなく、自治体や企業、一般の

方々へ還元するとともに、自治体による父親支援の実施支援に資する情報提供や助言などが求

められる。  
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Ａ．研究目的 
わが国では、妊娠期から子育て期までの切れ

目ない支援を提供する仕組みの全国展開が進

められ、その支援の対象に父親も含められた。

しかし、自治体は父親支援の必要性を認めてい

るが、計画・実施段階で困難を抱えており 1）、

父親支援のモデルの開発や効果の検証、普及支

援が課題とされている。 
わが国では「イクメン」ブームを端緒として、

父親の育児が注目されるようになった。一方で、

約 10％の父親が産後うつと判定され 2-4)、国内

の研究のメタ解析の結果（9.7％）は、国際的な

メタ解析の結果（8.4%）と近似している 5-6)。し

かし、産前・産後は父親の健康リスクが高まる

ことが明らかになってきた一方で、わが国にお

ける父親の健康や必要な支援についてはまだ

科学的根拠が大幅に不足している。そこで、そ

の知見不足の改善に取り組むことが本研究の

目指していることである。 

 本研究では、わが国の父親の健康状態や生活

の実態の解明と、地域における父親支援の方法

や評価について情報の整理と発信に取り組み、

父親支援の活性化に向けて様々な調査・研究を

おこなっていく。研究班の活動の初年度である

今年度は、主に以下の 4 つの課題とその目的を

設定した。 
課題１：わが国の父親の健康状態や生活の実態、

評価方法を把握するために、先行研究のレビュ

ーや、政府統計などの代表性の高いデータ解析

により科学的根拠を提示する（図１）。 
課題２：現行の父親支援の取り組みについて、

全国の自治体、父親支援に積極的な企業を対象

に情報を収集する。 
課題３：諸外国における父親支援の実態把握、

および、父親支援に関する先行研究を系統的に

レビューする。 
課題４：次年度以降に実施する自治体への介入

研究もしくは事業評価に向けた準備として、介

入プログラムや評価ツールの開発と実施する

自治体の選定を進める。 
 
Ｂ．研究方法 
１．日本の父親の健康・生活実態把握（課題１：

二次データ解析） 
 厚生労働省が収集している国民生活基礎調

査および 21 世紀出生児縦断調査、総務省が収

集している社会生活基本調査の計 3 つの政府統

計のデータについて、二次利用申請をおこない

取得した。それらのデータをもとに、以下の 6
つの課題に関する分析を試みた。また、父親の

育児参加の影響に関するわが国における先行

研究の知見を整理した。 
1-1．乳児がいる世帯における父親および夫婦

のメンタルヘルスの状況 
1-2．シングルファザーのメンタルヘルスの状

況 
1-3．父親の育児参加を阻害・促進する要因 
1-4．父親の育児ストレスと関連する要因 
1-5．父親の一日の生活時間 
1-6．父親の生活実態に関する詳細な分析 
1-7．父親の育児参加の影響に関するわが国 
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における先行研究のまとめ 
 
２．父親支援の既存制度の把握（課題２：一次

データ収集） 
父親支援の実施状況や今後の展望を把握す

るために、全国 1,741 の基礎自治体の母子保健

事業担当者に対して郵送留め置き法による質

問票調査をおこなった（2-1）。主な調査内容は

新型コロナ感染症の影響がなかった 2019 年度

の父親支援に関連する事業の実施状況などと

した。また、イクボス企業同盟 232 社の同盟担

当者もしくは人事課担当者を対象に郵送留め

置き法による質問票調査をおこなった（2-2）。
主な調査内容は、父親支援の取り組み状況、今

後の父親支援の取り組みの方向性、企業と自治

体の父親支援の取り組みなどとした。 
 

３．父親支援の海外調査（課題３：既存資料の

レビュー） 
 諸外国における父親支援の実態を把握する

ために、カナダ、イギリス、フランス、オース

トラリア、フィンランド、スウェーデン、韓国

の計 7 か国を対象に、妊娠・出産・育児期にお

ける父親を対象とした支援法制度の内容を収

集した（海外調査会社（ワールドインテリジェ

ンスパートナーズジャパン株式会社）の協力を

得た（3-1）。また、①職域における父親を対象

とした介入研究（3-2）の系統的レビューに取り

組んだ。 
 
４．自治体の父親支援モデルの構築・評価（課

題４：モデル構築・評価） 
 東京都多摩市において、多摩市子育て支援課

およびTAMA女性センターの共催による講演会

で講師を担当した。また、多摩市長との意見交

換、講演会参加者へのアンケート調査を実施し

た。 
 
５．倫理的配慮 
 本研究で実施した活動については、国立成育

医療研究センターの倫理審査委員会の承認を

得て実施されている（No.1533, 2020-160, 2020-
217, 2020-299）。また、政府統計の利用に関して

は統計法第33条の手続きに基づいて、承認を得

た上でおこなっている。 
 
Ｃ．研究結果    
１．日本の父親の健康・生活実態把握（課題１：

二次データ解析） 
 乳児がいる世帯における父親および夫婦の

メンタルヘルスの状況として、夫婦が同時期に

中程度のメンタルヘルスの不調のリスクがあ

ると判定された世帯の割合は 3.4％だった。ま

た、そのリスク因子として、父親の労働時間（55
時間以上）、母親の睡眠時間などが挙げられた。 
 重度なメンタルヘルスの不調のリスクがあ

ると判定されたシングルファザーは 8.5％であ

った（二人親世帯の父親：5.0％）。またシングル

ファザーのメンタルヘルスの不調には、雇用状

況や睡眠時間が関連していることが示唆され

た。 
 父親の育児参加を阻害する要因として、父親

の長時間労働、通勤時間の長さ、企業規模など

が関連しており、長時間労働は育児の頻度も低

下させる可能性が示された。 
 父親の育児ストレスの関連要因として、育児

の経験や精神科既往歴、世帯構造、学歴などが

関連していることが示唆された。またこれらの

関連要因について、パートナーである母親の就

労状況による大きな違いは見られなかった。 
 未就学児を持つ父親において、「仕事関連時

間（仕事＋通勤など）」が 1 日あたり 12 時間を

越える者がもっとも多く、「仕事関連時間」が長

くなると、「家事・育児関連時間」が短縮される

傾向が示された。 
 未就学児を持つ父親における生活行動の詳

細について、家事・育児の詳細な内容の記述を

おこなった。また、同時行動（ながら行動）の

記録を調べたところ、同時行動の記録がない者

が 35％を占めるなど、記録されたケースが少な

く、実態の解明には限界があることが示された。 
父親の育児参加の影響に関する過去 10 年間

の和文論文および過去 20 年間の英文論文の文

献レビューをおこなった。その結果、母親が父

親の積極的な育児参加をしていることを認知
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することが重要である可能性が示された。 
 
２．父親支援の既存制度の把握（課題２：一次

データ収集） 
 全国 1,741 の基礎自治体のうち、837 自治体

（48.1％）から回答を得た。62.5%の自治体が母

親の妊娠期の集団保健指導に父親の参加を盛

り込んでいると回答していた。父親を主な対象

者とする育児支援事業について、「実施した」と

回答した自治体は 54（6.5%）に留まったものの、

どのような事業を実施しているのか、情報を収

集することができた。多くの自治体が 2019 年

度には父親支援事業を実施していなかったも

のの、その 70％が父親支援事業の実施の必要性

を感じていることも明らかになった。父親支援

事業を実施できていない理由として、「ニーズ

が不明」がもっとも多く 50.5％であった。 
 イクボス企業同盟に加盟する 232 社のうち、

82 社から有効回答を得た。父親支援の取り組み

としては、「出産祝金制度」が 81.7％、「育児の

為の法定以上の休暇取得の促進」が 61.0％と高

い割合を示した。父親支援に取り組むことによ

り、「社員のワークライフバランスの向上

（86.6％）」、「社員の家庭生活の充実（84.1％）」、

「ダイバーシティの推進（84.1％）」につながる

と感じていることが明らかになった。一方で、

父親支援に取り組むことにより「他の社員への

負担が増える（68.3％）」、「管理者から賛同が得

られない（48.8％）」などの困難要件が生じるこ

とも示された。 
 
３．父親支援の海外調査（課題３：既存資料の

レビュー） 
対象となった 7 か国から、妊娠期や産後にお

ける父親の健康状態の評価、両親学級・父親学

級、出産時・産後のケア、産前・産後のサポー

ト（ポピュレーション/ハイリスク・アプローチ）、

支援者の人材育成などに関する先駆的な取り

組み事例が収集された。各国が妊娠・出産・育

児に対する父親の関わり方を考えるとともに、

その支援の方法を検討していることが示され

た。 

職域における労働環境の改善を目的とした

父親対象介入研究として、労働時間の削減や勤

務シフトの柔軟性、ペアレント・トレーニング、

カウンセリングなどをおこなった 7 研究が特定

された。それらの介入内容はいずれも、対象者

本人及び家族の健康や Wellbeing、労働パフォー

マンスに関してよい影響を示すことが示唆さ

れた。 
 
４．自治体の父親支援モデルの構築・評価（課

題４：モデル構築・評価） 
 東京都多摩市と連携し、父親支援のあり方に

ついて検討をおこなうとともに、講演会を開催

し、講演会の参加者へのアンケート実施をおこ

なった。その結果、父親として、子育てに積極

的に関わろうとする意見が多く、育児休暇取得

への意識も高かった。一方、35％が家族と過ご

す時間があまり取れていないと回答しており、

父親自身の子育て意欲と実際の生活にズレが

生じている可能性が示唆された。 
 
Ｄ．考察 
 政府統計の二次データ解析や、自治体や企業

への調査、海外の実態調査などを精力的に進め

ることができた。その中でも、複数のデータ解

析の結果から、産後の父親の健康状態に関する

実態の提示に加え、世帯単位でのアセスメント

の必要性を示す科学的根拠を示すことができ

た。また、父親の健康や育児参加に対して、長

時間労働や通勤時間の短縮が重要であること

が一貫して示されたことは、今後の父親支援お

よびワークライフバランスを推進する際の重

要な知見になり得ると考えられる。また、ほと

んどの自治体が、まだ父親支援事業に取り組め

ていないことが明らかになった一方で、その 
ニーズの大きさや今後の普及・実装に向けた困

難な点が把握された。また、実際に父親支援事

業を実施している自治体やその事例・具体例が

収集された。北欧など諸外国での取り組みや父

親を対象とした系統的レビューを通じて、既存

の知見の整理も大きく進めることができた。こ

れら、立ち上がったばかりのわが国における父
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親支援の普及・実装に向けて、様々な観点から

の情報を収集することができた。一方で、令和

２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響に

より、自治体への視察や自治体との連携をした

活動が著しく制限された。そのため、それらに

関連する研究業務を進めることは困難であっ

た。令和３年度に感染症の拡大状況が落ち着い

た段階でこうした活動に注力したい。 
 
Ｅ．結論    

二次データ解析、自治体や企業への調査、海

外の既存資料のレビュー、国内の自治体への介

入に向けたモデル構築・評価、の 4 つに大きく

課題を分け、基礎的な資料の創出につなげるこ

とができた。これらの知見を論文化するだけで

なく、自治体や関係機関への還元や、マスメ

ディアなどを活用した国民への周知・情報提供

につなげていくことが、わが国の父親支援を推

進するために肝要だと考えられた。 
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